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はじめに
　日本リウマチ友の会60周年、おめでとうご
ざいます。貴会は、全国的な患者組織とし
て、リウマチ医療の均てん化（あまねく質の
高い状態になっていること）や関連政策の
進展に、多大なる貢献をされてきました。ま
さに医療政策への患者参画を稀有なこと
として実践され、結果を出してこられました。
心より関係者のみなさまに敬意を表します。
　実は１年前に60周年記念の場で「医療
基本法」についてお話をするように依頼を
受けた際、「日本リウマチ友の会60周年、そ
して医療基本法制定、おめでとうございま
す」と言えるかもしれないと考えておりまし
た。
　しかし、医療基本法の制定は遅れており、
まだ実現しておりません。また、新型コロナ
ウイルス感染症問題のため、記念式典にて
みなさんの前でお話をすることもできません

でした。ただ、ここに紙面にて医療基本法に
ついての解説をしておきたいと思います。
　医療基本法は、日本リウマチ友の会がな
されてきたような医療政策への参画が恒常
的になされ、どんな領域でもそうした状態が
担保されるようにするものと位置付けられる
でしょう。以下、私なりの説明を試みます。

なぜ、いま医療基本法なのか
　みなさんは、今の医療に、安心できていま
すか。そして、お子さんたち・お孫さんたち
の世代にも安心が維持できると思いますか。
　医療の地域差が指摘されています。地
域によって行われている医療に大きな差が
あるのが実情です。これは、ナショナルデー
タベース（国民皆保険の医療保険を使っ
て診療を受けた際のレセプトデータのデー
タを集積したもの）を分析すれば、明らか
です。また、施設別の治療成績がかなり異

患者の声協議会世話人

埴岡　健一

医療基本法の制定
〜患者による患者のための医療政策が実現す
るために〜
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有の超高齢化社会の到来や新技術が続々
と登場する時代に対応するための改革に
おいて、適切な舵取りを機敏に行うことが
阻害されることが懸念されます。
　また、改革という名目の下に不適切な政
策変更が進んでしまう可能性もあります。典
型的には、2007年にまさに寝耳に水で出
てきた「リウマチ科標ぼう廃止案」です。患
者や現場の実情を把握しないままの患者
不在の政策決定過程が温存されていては、
同様のことが繰り返されてしまう恐れがあり
ます。政策決定過程に常に医療の主役で
ある患者が参画していることを担保するた
めには、医療基本法に盛り込んでおくことが
もっとも有効となります。

医療基本法実現への道のり
　実は今から50年ほど前にも医療基本
法制定の機運が高まったときがありました。
1968年に日本医師会が医療基本法の草案
を策定、1972年には政府が医療基本法案
を提出しましたが審議未了で廃案になりま
した。翌年には野党３党が医療保障基本
法案の名前で法案を出しました。これは今
読んでも参考になる内容が多く含まれてい
ます。しかし、これも審議未了で廃案となり
ました。
　歴史にifはないといいますが、もしこのと
きこの法律が制定されていたら、国民の安
心安全はもっと高まっていたことでしょう。
　日本リウマチ友の会の会長である長谷川
三枝子さんが代表世話人である任意団体
の患者の声協議会では、2008年の設立直

なっていることも、一部の領域では知られ
ています。たとえば、がん登録で把握できる
がんの種類別・進行度別の５年生存率など。
あるいは、症例登録データベースを分析し
た心臓外科手術の施設別の死亡率差など
も、そうです。
　こうした地域差が、リウマチの治療も含め
たさまざまな領域で存在すると考えられま
す。国民皆保険といいながら、公的医療保
険を持っていても、地域によって治療選択
や治療成績が異なりかねない状況が存在
します。
　また、財政難から保険でカバーする範囲
がだんだん限定されていくのではないか、
自費が出せる人とそうでない人で選べる
治療が異なってくるのではないか、という懸
念も徐々に高まってきています。多くの人は、

だれでも保険に入っていて平等に医療が
受けられる皆保険制度はぜひ堅持したい、
と考えていることでしょう。
　【図１】をご覧ください。「現在の危機」と
して列挙したような課題が挙げられます。こ
うした課題を解決しなければ、将来の日本
の医療において、人によって受けられる医
療の差の拡大、医療の質の地域差の拡大、
自己負担額の大幅な増加など、問題がます
ます深まってしまう恐れがあります。
　日本では、教育基本法、環境基本法、消
費者基本法、科学技術基本法など重要政
策の柱に関して数十の種類の基本法が存
在します。ところが意外に思われるかもしれ
ませんが、医療に関しては基本法がいまだ
存在しないのです。医療の法体系は多数
の個別法のパッチワークになっており、未曾

〔医療基本法がある世界〕
・強い相互信頼
・財源の安定確保
・それぞれの役割と責務を果たす
・高い医療の質
・高い患者満足度
・高い医療従事者満足度
・・・

〔医療基本法がない世界〕
・相互不信の蔓延
・財源破綻
・逃げと非難の文化
・医療の質の急低下と地域差の拡大
・患者満足度の急低下
・医療従事者のモラル低下
・・・

日本の福祉、社会保障ひい
ては社会全体に良い文化と
循環が広がる

〔共同骨子7カ条〕
①医療の質と安全の確保
②医療提供体制の充実

③財源の確保と国民皆保険
制度の堅持
④患者本位の医療

⑤病気又は障がいによる差別
の禁止
⑥国民参加の政策決定
⑦関係者の役割と責務

〔現在の危機〕
・国民皆保険の危機
・相互不信
・財政難
・地域差

・患者安全と医療の質へ
の不安
・・・

医
療
基
本
法
の
制
定

Yes

No

われわれの求める声
みんなが求める声

出典：患者の声協議会（一部、改変）

新型コロナ
感染症対策

埴岡先生図表

【図１】 

医療基本法の制定は日本の岐路 

 

※パワーポイントスライド 1 入る 

 

  

【表 1】 

患者の声協議会の医療基本法制定活動への取り組み経緯 

 

・2008 年 9 月 第１回勉強会 医療基本法を考える 

・10 年 9 月 記念シンポジウム「今こそ医療基本法を」 

・10 年 10 月 フォーラム「医療基本法の制定を！」   

・12 年 4 月 第 18 回勉強会「医療基本法制定に向けて。今こそ！」 

・12 年 12 月 「医療基本法」の制定で政党アンケート実施 

・12 年 12 月 日医主催「医療基本法制定に 関するシンポジウム」に参加 

・15 年 2 月 ３団体共同による各政党要人に要望書 

・15 年 10 月 「医療基本法シンポ～みんなで動こうⅠ」共同開催 

・16 年 3 月 第 34 回勉強会「医療基本法について」 

・16 年 11 月 第 38 回勉強会「みんなで動こう医療基本法Ⅱ」開催 

・17 年 11 月 「医療基本法 みんなで動こうⅢ」共同開催 

・18 年 5 月 「医療基本法制定に向けての参院院内集会」共同開催 

・19 年 2 月 「医療基本法の制定にむけた議員連盟」設立総会 参加 

・19 年 4 月 議員連盟ヒアリングにて意見陳述 

・19 年 7 月 第 48 回勉強会「患者にとっての『医療基本法』」 

・19 年 11 月 「医療基本法」第５回共同シンポ 開催 
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　第１条は「医療の質と安全」です。医療
の結果の均てん化（あまねく質の高い状態
となっていること）を意味しています。適切
なセカンドオピニオン、インフォームドコンセン
ト（説明と同意）、共有意思決定、医療事故
が起きたときの真実の説明なども、該当する
と考えてよいでしょう。
　第２条は「医療提供体制の充実」です。
医療資源の確保と最適配分によって、切れ
目のない医療提供体制を整備することで
す。患者からすると、受療機会の均てん化

などを意味すると考えてよいでしょう。
　第３条は「財源の確保と国民皆保険の
堅持」です。第１条と第２条に必要な財源
は確保します。同時に、その財源は税と保
険料により負担力のある国民および法人
が広く負担しバランスを取ります。
　第４条は「患者本位の医療」です。患者
の権利が擁護され、尊厳が尊重されること
が基本的なこととして担保されることを求
めています。
　第５条は「差別の禁止」です。これまで

後から一貫して医療基本法制定活動を推
進して参りました。がん患者の政策参画を
支援する特定非営利活動法人がん政策サ
ミットの理事長で、患者の声協議会の世話
人である私も、歩みを共にしてきました。患
者の声協議会は、のべ約20の患者団体・患
者支援団体が会員となり、文字通り患者の
声が医療政策に反映さえることを目指して
活動をしております。その一環として医療基
本法の制定に関わる活動を一つの柱として
きました。
　【表１】はその取り組み経緯を示したもの
です。2010年９月の記念シンポジウム「今こ
そ医療基本法を」では自民、公明、民主、共
産の４党から議員が参加しました。12年の
４月の「医療基本法に向けて。今こそ」では、
ともに医療基本法を推進する「患者の権利
法を作る会」「医療政策実践コミュニティー
医療基本法制定チーム」「医療政策人材
養成講座４期生医療基本法制定プロジェク
ト」と共同で、医療基本法骨子６カ条（のち
に７カ条に）を策定して法律の制定を訴えま
した。民主党、自民党、公明党、みんなの党、
社民党、共産党から議員の参加があり、大
方の賛同を得ました。医療基本法の必要性
を普及啓発することに寄与したと思われま
す。
　2012年には日本医師会が主催した「医
療基本法シンポジウム」に伊藤雅治副代
表世話人が参加しました。日医は14年３月
に「『医療基本法』の制定に向けた具体的
提言」を公表。患者の声協議会は、共同骨

子連盟団体や日本医師会と連携して、医療
基本法制定推進活動を粘り強く継続してき
ました。そして、2019年２月には「医療基本
法の制定に向けた議員連盟」の設立総会
が開催され、その場に参加しました。同４月
には、議連のヒアリングで意見陳述を行いま
した。

患者に大切な７カ条
　【表２】は、医療基本法の共同骨子です。
患者の声協議会では2009年ごろ「医療基
本法 ４つの骨子」を策定しておりました。そ
して、2012年４月には医療基本制定のため
に共同歩調を取る３団体とともに６カ条を作
り、その後、2016年４月に７カ条に改訂され
ました。現在、賛同団体は約40に増えてい
ます。
　この７カ条にみなさんは賛同されますで
しょうか。７カ条を説明してから、具体的に
患者・家族にとってどういうことを意味する
かを、考えてみたいと思います。
　まず、前文。理念が記述されています。

「救えるはずの命を救う」「取り除かれるべ
き苦痛が取り除かれる」とあります。命と生
活の質（QOL）のことがうたわれています。
さらには「病気と向き合って生きていける社
会」ともあります。病気になっても経済的に
社会的に自分なりに生きていけることまで含
まれているのです。「患者本位」「公共性に
則った」というキーワードも入っています。憲
法25条の生存権と13条の幸福追求権を根
本原理においています。

【表２】 

医療基本法共同骨子 前文 

 

患者にとって質の高い医療があまねく提供され、国民の救えるはずの命が救われ、取り除かれ

るべき苦痛が取り除かれ、病気になっても病気と向き合って生きていける社会を、国民が力を合

せて実現することが急務である。 

このため、高度の公共性に則った、患者本位かつ相互信頼に基づいた医療を構築することで、

憲法 25 条の生存権と憲法 13 条の幸福追求権が具現化されるよう、下記の 7 カ条を骨子とした医

療政策のグランドデザインたる「医療基本法」を制定する。 

 

医療基本法 共同骨子 7 カ条 

 １「医療の質と安全の確保」 

   患者・国民が質の高い安全な医療を、十分な情報提供と納得の下に、あまねく受けられるよ

う、医療提供等にとって必要な対策を実施する。 

 ２「医療提供体制の充実」 

   必要な医療従事者を育成し、診療科や地域による偏在を是正し、医療機関の整備と機能分

化・適正配置を進め、十分に連携された切れ目のない医療提供体制を実現する。 

 ３「財源の確保と国民皆保険制度の堅持」 

   負担と給付のバランスに関する国民的合意を形成し、医療の質とアクセスのために必要な財

源を確保し、国民皆保険制度を維持・発展・強化する。 

 ４「患者本位の医療」 

   世界保健機関（WHO）の国際的な理念と日本国憲法の精神に沿って、患者の権利と尊厳を

尊重し、患者本位の医療が実現される体制を構築する。 

 ５「病気又は障がいによる差別の禁止」 

   多くの病者・障がい者が、職場、学校、地域社会等での差別に苦しんできた歴史を踏まえ、病

気や障がいを理由とする差別が許されないことを明らかにする。 

 ６「国民参加の政策決定」 

   患者・国民が参加し、医療の関係者が患者・国民と相互信頼に基づいて協働し、速やかに政

策の合意形成が行われ、医療を継続的・総合的に評価改善していく仕組みを形成する。 

 ７「関係者の役割と責務」 

国、地方公共団体、医療機関、医療従事者、医療関係事業者、医療保険者及び患者・国民

等、それぞれの立場が担う役割と責務を明確にする。 
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の歴史を振り返ると、病気や障がいによる
差別や偏見が存在したことはまぎれもない
事実です。そうしたことのない社会の実現
を掲げています。
　第６条は「国民参加の政策決定」。これ
は患者の声協議会の１丁目１番地のテーマ
です。患者や当事者が知らないところで政
策決定が行われることがないよう、また審議
の最終段階で意見が聞かれるだけではな
く政策決定の川上から主体的に参画できる
ことを意味しています。「評価」とはどういう
ことでしょうか。医療政策が実施されるだけ
ではなく、政策目的たる患者の状態の改善
に効果をもたらしているか確認し、必要な
改善を行うことです。
　第７条は、「関係者の役割と責務」です
が、７つの立場が列挙されています。国や

都道府県など地方公共団体のみならず、ま
た医療機関、医療従事者、医療関係事業
者はもちろん、さらには医療保険者も挙げ
られています。また、患者・国民も医療の質、
患者本位の医療、政策決定参加などが享
受できると同時に、相応の担うべき責務も負
うことは当然です。政策に関心を持つことも、
役割・責務と考えられるでしょう。

目指す政策体系と患者参画
　医療基本計画が策定され、都道府県で
医療基本推進計画が策定されれば、理念
的にどのような政策体系が生じることになる
でしょうか。【図２】がそのイメージを表して
います。国では協議会が組織され、基本計
画が策定され、必要な財源として予算が確
保されるでしょう。診療報酬改定にも反映さ

れることでしょう。他方、都道府県では、それ
に対応して医療基本条例を制定するところ
が出現することが考えられます。県も協議
会を開催し医療基本推進計画を策定する
ことになるでしょうし、その施策を実施する
ための予算も形成されていくでしょう。医療
基本推進計画の下に医療計画など多数の
医療関連計画が整理整頓され、どこにも患
者参画などが効力を及ぼしていくことが予
想されます。

医療基本法は患者の役に立つのか
　医療基本法は患者や家族に関係がある
のか。患者の役に立つのか。もっともな疑問
です。医療基本法は患者・家族にとってど
んな意味があるのでしょうか。
　患者の声協議会は、患者や家族の悩み

やニーズが医療基本法の骨子と合致して
いるか、確認してきました。2009年には当時
の参加19団体から、患者が困っていること、
医療基本法に求めることを募ったところ、94
の意見・事項が集まりました。それを分類整
理すると、当時の骨子４カ条にきれいに収ま
ることが分かりました。そのときの作業を示
したのが【図３】です。
　2019年７月には、第48回勉強会「患者に
とっての医療基本法〜なぜ必要なのか、患
者会から提言」を行い、患者・家族が抱え
る問題に７カ条が対応しているか確認いた
しました。この会に向けて世話人は自分の
団体でよく課題として挙がる問題点を列挙。
それが７カ条にすべて吸収されることを確
認しました。当日は、参加者に疑問や不満を
紙に書きだしていただき、それが７カ条のど

「医療＋生活支援」の視点⑤

難病の研究開発促進

地域（医療）格差の是正⑥
医療の標準化⑥

専門医の確保

医療の量の確保

患者のあまえ改善②

ドラッグラグ解消

クリニカルパス推進

難病の最新治療情報公開
情報公開⑤

１．日本国憲法第２５条の生存権を具体化する、全ての人への
（質の高い医療の）提供

３．ＥＢＭ（根拠に基づいた医療）に則った最適・最善の医療の確保

医師の意識改革

専門医の後継者育成

各論＜資源（人・技術・情報）＞総論＜理念・意識・制度＞

コールセンター③

難病対策充実

研究開発促進

人 技術 情報制度・仕組み・重点領域意識理念

専門医制の徹底

医師免許更新制へ

医師の専門分野の情報公開

治療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作成健康診断・予防の充実

保険給付範囲の見直し

国民に患者との接し方を教育

医師教育の見直し④
患者中心の医療の実現③

患者による治療法選択

ＭＳＷ（ソーシャルワーカー）
育成

治療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ普及

リハビリ制度の改善
障害認定制度の改善
介護の仕組みの改善

医療制度の国民への啓発

国民視点での医療制度説明

医療界の体質改善

医療の質の確保 インフォームドコンセント充実②

セカンドオピニオン推進②

医学部の門戸開放

医師からの情報提供充実

患者との交流

勤務医の過重労働解消

高度医療の集約化②

医療従事者の待遇改善

最新の研究内容の情報公開

医師の患者対応スキル向上

医療基本法の制定

日本国憲法の尊重③

患者の雇用確保②

患者の自己学習②

４．医療政策決定過程への国民（患者、家族、患者支援者など）の参加

各論＜プロセス、患者の自立＞

プロセス 患者の自立

患者会活動支援②
（経済的支援、ﾘｰﾀﾞｰ育成支援）

慢性疾患患者の生活を意識した医療政策

医療政策立案への患者参画⑨

各種ガイドライン制作への患者参画
患者会活動の拡大メディアの参画

患者満足度調査 「自己責任」の定義見直し

副作用情報の公開

エビでンス、ＥＢＭの公開
憲法の生存権に基づく理念②

国民皆保険制度の維持

医療費の確保・増加③

２．医療が公共のものであるとの認識にたった資源の
確保と配分 各論＜資源（財源）＞

患者負担の軽減

医療費総額 医療費配分 患者負担

急性期医療と慢性期医療への配分
所得を考慮した負担へ②

給付と負担のアンバランス改善

医療のムダの排除②

財源配分の見直し②

国民による負担増論議

医療の非営利の徹底

医療と介護・予防等の連携

マスコミ報道の最低限の量の確保
患者を考慮した医療裁判制度

国による医療情報一元化

情報提供②

勉強会での意見（９４件）を類似性に考慮して７４のキーワードに整理し、「医療基本法 ４つの骨子（暫定版）」にあてはめた。
キーワードの右側のマル数字は、同様の意見の総数。

出典：患者の声協議会

医療基本法

医療政策推進協議会

医療政策推進基本計画

医療政策推進基本計画
関連予算

診療報酬（医療政策推進
基本計画関連）

医療基本条例

都道府県
医療政策推進協議会

都道府県
医療政策推進基本計画

同・アクションプラン

都道府県医療政策推進基
本計画 関連予算

（圏域協議会）

国レベル 都道府県（地域）レベル

同・アクションプラン

市民
参画

出典：筆者作成

 

【図２】 

会員の 94 の意見から、医療基本法の骨子を確認 

 

※パワーポイントスライド 2 入る 

 

  

【図３】 

医療基本法の“体系”と市民・患者参画 

 

※パワーポイントスライド 3 入る 
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の部分に該当するか確認しました。「多くの
がん患者が主治医の顔色を見て、考えを自
由に言えない」「患者にとって重要なかかり
つけ医の質の向上が急務」などさまざまな
意見や悩みが出ましたが、すべて７カ条の
どれに該当するか明確にすることができま
した。
　つまり、医療基本法ができれば、あらかじ
め７項目に対応した政策が進展することで、
こうした問題の発生が予防され、問題が認
識された場合もより速やかに確実に解決に
向かうようになると考えられるのです。理念
や概念としての医療基本法の理解に加え
て、患者にとっての必要性が実感できる機
会となりました。

リウマチ患者の悩みと骨子７カ条
　日本リウマチ友の会ではリウマチ白書を
発行され、残された課題を明らかにし、関係
者とともに解決を図られております。まさに
モデル的な活動と位置付けられると思いま
す。リウマチの領域でもいまだにたくさんの
患者さん・ご家族の悩みがあろうかと想像し
ます。それが７カ条のどこに対応するか確
認する作業をしてみてください。
　冒頭に述べた「標ぼう科の廃止案事件」
ですが、骨子第６条の精神を具現化した医
療基本法下で、患者の意見を聞いた政策
立案が日常化・普遍化すれば、こうしたこと
が起こりにくくなるでしょう。
　まだまだリウマチ医療においても専門医
の偏在があって、地域によっては他の地域

で受けらえる最適な治療が受けられない場
合も多いことでしょう。また、リウマチ患者さ
んに対する地域での医療連携の構築もま
だこれからといったところだと聞いています。
骨子第２条を改めて読んでみてください。こ
れを盛り込んだ医療基本法があれば、こう
した課題が少ない社会が実現するでしょう。
これはリウマチに限らず、いずれの疾患・領
域に関してもそうであると考えられます。

大きく産んで大きく育てる？
　患者の声協議会が医療基本法制定活
動を始めた初期の2010年ごろには、２〜３
年ぐらいで実現する可能性もありえると思
えた時期もありました。一方で、これは夢で
終わるのかと感じたときもあったのではない
でしょうか。
　いま実際に医療基本法は、超党派議連
によって検討がなされ、法案の骨子が作ら
れ、議論され、法案として審議される前の段
階まで至っています。けん引されてきた多く
の関係者には「時間が掛かりすぎた」「よう
やく実現しそうだ」という思いが交錯してい
ることと想像します。
　いま注目しなければならないのは、法案
での７カ条「盛り込み度」です。実際のとこ
ろ、関連文言があったとしても、患者の立場
から見ると不十分な表現というとこが少な
からずあるようです。
　「小さく産んで大きく育てる」という言葉
がありますが、医療基本法は「大きく産んで
大きく育つ」方が好ましいといえます。できる

だけ７カ条がしっかりと盛り込まれるように働
きかけましょう。いずれにしても、完ぺきはあ
りえないので、粘り強く育て、時代に合わせ
て法の改正を提案していくことは欠かせな
いでしょう。【図４】のイメージのように大樹と
なることが期待されます。

私たちにできること
　私たち、患者、家族、関係者にできること
は何でしょうか。まず、充実した内容の医
療基本法の制定を求めていくことは大切で
しょう。これまで説明してきたことから賛同で
きる部分があれば、それを踏まえて医療基
本法のことを一人ひとりが普及広報していく
ことなど、できることはたくさんあるはずです。
　そして患者の医療政策への参画につい

ては、実践していくのはわれわれ患者関係
者です。がん対策基本法に基づいたがん
対策推進基本計画（２期）には次のような
表現がありました。「がん患者を含めた国
民や患者団体も、国、地方公共団体、関係
者等と協力し、都道府県のがん対策推進
協議会等のがん対策を議論し決定する過
程に参加し、がん医療やがん患者とその家
族に対する支援を向上させるという自覚を
持って活動するよう努めること」。力を得た
ものには責務も伴います。これまで以上に、
政策内容や決定プロセスに関心を持ちたい
ところです。
　日本リウマチ友の会の活動によってリウ
マチ医療は大きく進展してきました。それは
自動的に実現したのではなく、先人たちの

医療基本法

個別政策

個別ニーズへの対応

個別ニーズへの対応

個別ニーズへの対応

個別政策 根と幹となる「医療基本法」を作れば、
枝が伸び、
葉が茂り、
実がなり、
医療分野の幅広い個別ニーズに適応できる
こととなる。
また、根が張ることで、“負担と給付”の
問題も解決の展望が開ける。

７つの骨子で、どのような疾患の
患者・家族および住民の声でも、
おおよそすべてがカバーできるこ
とが確認される

出典：患者の声協議会

【図４】 

医療基本法は、医療における 

個々および全体の問題解決に資する 

 

※パワーポイントスライド 4 入る 
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多くの血と汗と涙を伴う、力強い行動によっ
てもたらされたのだと思います。そうした先
人たちの思いと原点を忘れないことが大事
なのでしょう。
　同時に、そうした苦労がなくても、患者・家
族によりよい医療が担保されるよう、医療基
本法を制定することが、先人たちの労に報
いることにもなり、後世の人々へのギフトにも
なるといえるのではないでしょうか。
　日本リウマチ友の会が実現されてきた成
果を将来にわたって深め、担保し、それをあ
まねく医療一般に広げていくのが医療基本
法。そういえるかもしれません。みんなでとも
に、医療基本法を育んでいきたいものです。

（はにおか　けんいち）


